
 

平成30年6月29日 

 

 

平成３０年度独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構調達等合理化計画 

 

「独立行政法人における調達等合理化の取組の推進について」（平成27年5月25日総務

大臣決定）に基づき、独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構(以下「機構」とい

う。)は、事務・事業の特性を踏まえ、ＰＤＣＡサイクルにより、公正性・透明性を確保

しつつ、自律的かつ継続的に調達等の合理化に取り組むため、平成３０年度独立行政法人

高齢・障害・求職者雇用支援機構調達等合理化計画（以下「計画」という。）を以下のと

おり定める。 

 

 

１．調達の現状と要因の分析  

（１）平成２９年度の契約状況 

表１のとおり、契約件数は１，６３５件、契約金額は約２４１．９億円である。

うち競争性のある契約は、１，２６９件（７７．６%）、約２０９．７億円 

（８６．７%）、競争性のない随意契約は３６６件（２２．４%）、約３２．２億円

（１３．３%）となっており、平成２８年度と比較して、競争性のない随意契約の件

数は１０件（２．７％）減少しており、金額は約５．７億円（１５．０％）減少し

ている。 

減少した主な要因として、件数については訓練用・事務用機器の再リース等の件

数が平成２８年度の１１件から平成２９年度の２件へ９件減少したことによるもの

である。また、金額については随意契約によらざるを得ないシステム開発・改修の

契約額が平成２８年度の３．３億円から平成２９年度は０．９億円へ２．４億円減

少したことによるものである。 

 

 

表１　平成29年度の独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構の調達全体像　　　　　　　　　　（単位：件、億円）

件数 金額 件数 金額 件数 金額
（75.8％） （86.8％） （76.2％） （86.4％） （△11.8％） （△24.7％）

1,412 277.6 1,246 209.0 △ 166 △ 68.6
（4.0％） （1.4％） （1.4％） （0.3％） （△69.3％） （△84.4％）

75 4.5 23 0.7 △ 52 △ 3.8
（79.8％） （88.2％） （77.6％） （86.7％） （△14.7％） （△25.7％）

1,487 282.1 1,269 209.7 △ 218 △ 72.4
（20.2％） （11.8％） （22.4％） （13.3％） （△2.7％） （△15.0％）

376 37.9 366 32.2 △ 10 △ 5.7
（100.0％） （100.0％） （100.0％） （100.0％） （△12.2％） （△24.4％）

1,863 320.0 1,635 241.9 △ 228 △ 78.1
（注１）　　計数は、それぞれ四捨五入しているため、合計において一致しない場合がある。
（注2）　　比較増△減の（　　）書きは、平成29年度の対28年度伸率である。
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（２）平成２９年度の一者応札・応募の状況 

表２のとおり一者応札・応募の契約件数は２０８件（１６．４％）、契約金額は約 

９６．０億円(４５．８％)であり、平成２８年度と比較して、一者応札・応募の件数

は７１件（２５．４％）減少しており、金額は約６０．６億円（３８．７％）減少し

ている。 

減少した主な要因として、件数については平成２８年度において一者応札の割合が

最も多かった訓練用機器の購入について、受注者の繁忙期である年度末に納期が集中

しないよう、２月末までを納入期限とするなど計画的な調達に取り組んだことにより、

当該調達件数に占める一者応札の割合が平成２８年度の２０．９％（９１件／４３５

件）から平成２９年度は１５．３％（５２件／３４０件）へ改善が図られたことによ

るものである。また、金額については雇用促進住宅管理運営業務（総合サービス業務）

が昨年度から引き続き一者応札・応募となったものの、住宅数の減少に伴い契約金額

が平成２８年度の１２９．７億円から平成２９年度の７９．２億円へ約５０．５億円

減少したことによるものである。 

 

 

 

２．重点的に取り組む分野（【  】は評価指標） 

上記１の現状分析等を含め総合的な検討を行った結果、競争性のある契約のうち一

者応札・応募となった調達の改善に努めることとする。 

（１） 一者応札・応募の改善 

競争性のある調達において、一者応札・応募となった案件については、入札説明

書等を受領したが、応札しなかった事業者から応札に至らなかった理由を聴取し、

一者応札等となった要因の把握・分析、次回調達時の改善措置案を策定し、次回調

達において改善方針を着実に実行する PDCA サイクルを活用した取組を行っていると

ころである。 

また、二か年連続一者応札・応募となった案件について、更なる要因の把握・分

析を行い「改善の余地があるもの」と「改善が困難と思料されるもの」に分類し、「改

善の余地があるもの」については特に重点的に取り組み、本部において事前点検を

実施した上で調達時期の早期化、履行期間の充分な確保、業者の新規開拓などの必

表２　平成29年度の独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構の一者応札・応募状況　　　（単位：件、億円）

件数 1,208 （81.2％） 1,061 （83.6％） △ 147 （△12.2％）
金額 125.5 （44.5％） 113.7 （54.2％） △ 11.8 （△9.4％）
件数 279 （18.8％） 208 （16.4％） △ 71 （△25.4％）
金額 156.6 （55.5％） 96.0 （45.8％） △ 60.6 （△38.7％）
件数 1,487 （100％） 1,269 （100％） △ 218 （△14.7％）
金額 282.1 （100％） 209.7 （100％） △ 72.4 （△25.7％）

（注１）　計数は、それぞれ四捨五入しているため、合計において一致しない場合がある。
（注２）　合計欄は、競争契約（一般競争、指名競争、企画競争、公募）を行った計数である。
（注３）　比較増△減の（　　）書きは、平成29年度の対28年度伸率である。
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要な改善措置を講じたところである。 

これらの取組により、平成２９年度の一者応札・応募となった調達件数の割合は

１６．４％となり、平成２８年度の１８．８％から２．４ポイント改善することが

できた。 

平成３０年度においても、同様な取組を行うことにより、一者応札・応募の改善

に取り組むこととする。 

 

【当該取組により、前回一者応札・応募となった調達案件で平成３０年度に同様の

案件の調達を行うものについては、可能な限り改善策を講じ、一者応札・応募の低

減を図ると共に、競争性のある調達のうち一者応札・応募件数の割合を 19％以下と

する。】 

 

３．調達に関するガバナンスの徹底（【  】は評価指標） 

（１）随意契約に関する内部統制の確立 

随意契約を締結することになる案件については、契約相手方が明らかに一に限定さ

れている場合を除き、機構本部内に設置された「随意契約検証チーム」において、事

前点検を実施し、随意契約検証チームの承認を得なければ、調達手続を開始できない

仕組みとしている。 

また、随意契約の検証対象となる調達については、適正な価格で契約を締結するよ

う見積内容を精査の上、価格交渉を実施している。 

平成２９年度において対象となった２８件の案件は、すべて随意契約によることが

適正であることを確認し、適正な価格で契約を締結するよう見積内容を精査の上、価

格交渉を実施した。 

平成３０年度においても、随意契約に関する内部統制に資するため随意契約検証チ

ームによる事前点検を引き続き実施するとともに、契約相手方が明らかに一に限定さ

れる随意契約を除く調達については、事前に随意契約が適切であるかを確認し、また、

契約にあたっては適正な価格となるよう見積内容を精査の上、価格交渉を実施するこ

ととする。 

 

【随意契約検証チームによる事前点検の件数（随意契約検証チームによる点検を実施

したか。）】 

 

（２）適正な契約手続のための取組 

当機構では、契約事務担当者向けに、「自主点検マニュアル」を作成し、調達手続に

誤りが発生しないよう定められた手続に漏れがないよう契約事務担当者自ら点検を行



 

うこととしている。 

平成２９年度において自主点検マニュアルにおいて定められた事項を適正に実施し

ているかどうか、一部の案件を抽出（２０件）し、本部で確認した結果、適正に実施

されていることが確認できた。 

平成３０年度においても、契約手続の一層の適正化を推進するため、各支部等にお

ける調達予定案件の中から本部において一部の案件（２０件）を抽出し、確認を実施

することとする。 

 

【自主点検マニュアルにおいて、定められた事項を実施しているか各支部等における

調達予定案件の中から一部の案件を抽出し、その内容を本部で確認を実施する。】  

 

４．自己評価の実施 

計画の自己評価については、各事業年度に係る業務の実績等に関する評価の一環とし

て、年度終了後に実施し、自己評価結果を厚生労働大臣に報告し、厚生労働大臣の評価

を受ける。厚生労働大臣による評価結果を踏まえ、その後の調達等合理化計画の改定、

策定等に反映させるものとする。 

 

５．推進体制 

（１）推進体制の構成や役割等（調達等合理化検討会等） 

本計画に定める各事項を着実に実施するため、経理担当理事を総括責任者とする調

達等合理化検討会により調達等合理化に取り組むものとする。 

 

  【調達等合理化検討会】 

総括責任者   経理担当理事 

副総括責任者  経理部長 

メンバー    契約第一課長、契約第二課長 

 

また、随意契約の点検を迅速に行うことができるよう調達原課等から事前に機構本

部契約第一課あてに随意契約に拠らざるを得ない理由を記載した「随意契約協議書」

により協議を行い、本部において契約第一課長を主査とする随意契約検証チームを設

置の上、当該チームによりこの内容が適切であるか厳正なチェックのもと、随意契約

検証チームの承認を得なければ調達手続を開始できない仕組みとする。 

 

 



 

  【随意契約検証チーム】 

    主査        契約第一課長 

    副査        契約第一課長補佐 

チームメンバー   契約第一課総括係長 

              契約第一課工事契約係長 

               契約第二課契約第一係長 

               契約第二課契約第二係長 

 

（２）契約監視委員会の活用 

監事及び外部有識者によって構成する契約監視委員会は、調達等合理化検討会が策

定した計画及び計画の自己評価の際の点検を行うとともに、これに関連して、理事長

が定める基準（随意契約、２カ年連続一者応札・応募案件、一者応札・応募案件とな

ったもの）に該当する個々の契約案件の事後点検を行い、その審議概要を公表する。 

 

６．その他 

計画及び計画の自己評価結果等については、機構のホームページにて公表するものと

する。 

なお、計画の進捗状況を踏まえ、新たな取組の追加等があった場合には、計画の改定

を行うものとする。 

 


